




































































































































































































































































































































B36.基準書第 121号第 77-81 項は、回収可能原価の測定規準を次のように討議した。
回収可能原価は資産の使用年数にわたって生み出されると予測される、割引前将来キャッシュ・
フロー総額によって測定される。例えば、ある資産の帳簿価額が$1,000,000、残存耐用年数 5年、































































































国際会計基準の固定資産の減損に関する基本的な考え方は、IAS 第 36 号「資産の減損」の第 1
項に以下のように示されている。












国際会計基準における減損損失の認識基準は IAS第 36 号第 59項に定められている。また IASC
が検討した認識規準については結論の背景の第 95項に示されている。

































































































IAS第 10 号（1994 年リフォーマット）に基づく蓋然性規準
BCZ103







IASC は、減損損失は IAS 第 10 号の定めに基づいて認識するべきであるとする考えを、次の理
由から棄却した。







IAS 第 36 号は、減損損失の認識について「経済的」規準に準拠している。すなわち、減損損失
は、資産の回収可能額が帳簿価額を下回る場合にはいつでも認識される。この要件はすでに、IAS





























































































































































































の逆とすべきでもない（BCZ17 項から BCZ20 項及び BCZ22 項参照）。市場の想定が正しいもの
となる可能性が高いか、又は企業の想定の方がより正しいものとなる可能性が高いのかは不確実で













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































A 社は固定資産を×0期に150 で購入した。A社は取得当初、当該資産から毎期20 のキャッシュ・




×1 期 ×2 期 ×3 期 ×4 期 ×5 期 ×6 期 ×7 期
43 28 18 11 7 5 8
この時の会計処理は以下の通りである。（割引は無視する）
① 新たに見積ったキャッシュ・フローのパターンから 7 年定率法によって減価償却を行なう。
② ①によって計算される×1 期の計算上の帳簿価額は 96 である。
50
③ また×1 期末時点の回収可能額は 77である。
④ 計算上の帳簿価額と期末の回収可能額の差額 19が減損損失となり、期末の帳簿価額 135から
減損損失 19を控除し、116とする。

























































① 新たに見積ったキャッシュ・フローのパターンから 7 年定率法によって減価償却を行なう。
② ①によって計算される×1 期の計算上の帳簿価額は 96 である。
③ また×1 期末時点の回収可能額は 77である。
52
④ 計算上の帳簿価額と期末の回収可能額の差額 19が減損損失となる。
⑤ 一方で実際の期末の帳簿価額 135 を 58 減額し、期末の回収可能価額である 77 まで切り下げ
る。
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